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小平市中高層建築物の建築に係る紛争の予防と調整に関する条例（案）の概要に対するパブリックコメントの実施結果 

 

１ 実施の概要                              

期間 令和２年５月２５日（月）～令和２年６月２４日（水） 

意見応募者数 ３人（意見の件数４件） 

提出の方法 持参 １人 

送付 ０人 

ファックス １人 

メール ０人 

市ホームページ １人 

  

２ 意見等に対する対応状況 

 

 

 

 

 

 

  

反映済み １件 

反映する ０件 

反映しない １件 

参考意見 ２件 

その他 ０件 
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３ 意見等への対応   

番号 意見等 検討結果 対応 

１ 条例（案）の概要の内容であれば、紛争の予防に資すると

言える。 

可能であれば、高さ制限が守られるよう特例を認めないこ

ととし、対象となる中高層建築物の高さが１０メートルを超

える建築物の項に、現在施行されている高さ制限の遵守を付

け加えることを望む。 

 

本条例案は、中高層建築物の建築に際し、事前公開制度

の実施や近隣関係住民への説明会等の実施により、紛争の

予防を図るとともに、発生した紛争については、円満な解

決に向けて紛争の調整を図ることを目的としており、建築

物の高さを制限するものではありません。 

高さ制限の特例の適用については、専門家等の意見を聴

き、適正な考え方を整理してまいります。 

参考意見 

２ 普通地方公共団体は、地域における事務及びその他の事務

を法律・政令の定めにより処理するものと定められている。 

小平市に関する規定は、地方自治の本旨に基づいて解釈

し、運用するよう定められている。関連して、地域裁量の余

地を残して条例制定権が委ねられている。 

 

令和３年４月に建築基準法第４条第２項の規定に基づ

き、東京都から建築基準行政事務の移管を小平市が受ける

ことに伴い、現在、小平市に適用されている「東京都中高

層建築物の建築に係る紛争の予防と調整に関する条例」が

適用除外になります。 

市として、良好な近隣関係の保持や健全な生活環境の維

持等に資する施策が必要となることから、東京都の条例を

基礎として、新たに説明会等による近隣関係住民への説明

義務を規定した「小平市中高層建築物の建築に係る紛争の

予防と調整に関する条例」を制定し、中高層建築物に関す

る紛争の予防と調整に関する施策を実施してまいります。 

参考意見 
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３ 「東京都の条例を基礎として新たに説明会等による近隣

関係への住民への説明義務を規定した」とあるが従来の都条

例と全体としてどのように変わったのかはっきりしない。 

関係住民から申し出があったときに説明の義務を負うの

か。一定の期間内に申し出をしなかった場合には説明の義務

を負わないということか。 

関係住民にとって一生のうちに一度遭遇するかどうかの

出来事であり、素人である住民に計画の段階で申し出ろとい

うのは無理な話である。中・大規模開発と同じようにおしな

べて説明を義務づけてほしい。 

 

「都条例とどのように変わったかはっきりしない。関係

住民への説明を義務づけてほしい。」との意見については、

東京都中高層建築物の建築に係る紛争の予防と調整に関

する条例第６条では近隣関係住民からの申出があったと

きは、説明会等の方法により近隣関係住民に説明しなけれ

ばならないと規定しており、市条例第７条第１項では、説

明会等の方法により近隣関係住民に説明しなければなら

ないとし、事前の説明を義務付けております。 

また、同条第２項では、関係住民等からの申出があった

ときは、説明会等の方法により、説明しなければならない

と規定しております。 

反映済み 

４ また、説明会等の「等」は不要である。最初に集めて説明

せず、文書配布だけにしてお茶を濁すようなことをすると

後々意志の疎通を欠いて住民と業者のしこりを残すことに

なる。 

「説明会等の「等」は不要である」との意見については、

東京都でも建築主が説明会又は戸別訪問による説明を行

っており、説明会に参加できない方もいることから、「等」

としております。 

反映しな

い 

 


